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１．企業集団の現況に関する事項 
当社は2020年５月に、当社の連結子会社であるPermasteelisa S.p.A.（以下、ペルマスティ

リーザ社）の株式を譲渡することを決定したため、同社及び同社子会社の事業を非継続事業に分

類しております。このため、売上収益、事業利益、営業利益及び税引前利益については、非継続

事業を除いた継続事業の金額を記載しております。また、前年同期実績も同様に組み替えており

ます。 

（１）事業の経過及びその成果  

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の改善を背景に雇用環境の回復や個人消費の

持ち直しが見られ、穏やかな景気回復基調が期待されたものの、大型台風などの自然災害や2019

年10月の消費税率の引き上げによる消費マインドの冷え込みに加え、新型コロナウイルス感染症

の拡大の影響などから先行き不透明な状況が続いております。住宅投資は、昨年度に引き続き貸

家が大きく落ち込むとともに持家及び分譲住宅についても前年割れに転じた結果、新設住宅着工

戸数は884千戸（前年同期比7.3％減）となり、中長期的にも減少傾向が見込まれ、当社にとって

は引き続き厳しい環境となっております。 

世界経済に関しては、米中貿易摩擦をはじめとする通商問題と中国の経済成長鈍化に加え、年

明け以降の新型コロナウイルス感染症の拡大が及ぼす影響は想像以上に大きく、国内のみならず

世界経済への深刻かつ長期的な影響が懸念されております。 

 

このような環境のもと、当連結会計年度の業績は、上半期は国内事業が旺盛な需要に支えられ

回復をみせたものの、下半期に顕在化した消費税率引き上げ後の反動による需要減、及び海外事

業における市場環境の変化やユーロ安に伴う為替換算の影響等に加え、新型コロナウイルス感染

症の影響による経済活動の停止等もあり、売上収益は１兆6,944億39百万円（前年同期比0.1％増）

と若干の増収にとどまりました。利益面においては、人件費や物流費の増加に加え、人事プログ

ラム「変わらないと、ＬＩＸＩＬ」の一環として実施した早期退職優遇制度（キャリアオプショ

ン制度）に伴う一時費用の発生もあり販管費が大幅な増加となりましたが、継続的なコストダウ

ン方策の実施や国内事業において前連結会計年度より取り組んできた価格改定の効果による粗利

増などでカバーし、事業利益は585億76百万円（前年同期比7.5％増）と増益となりました。一方、

営業利益は一部事業の収益性低下に伴う減損損失の計上や新型コロナウイルス感染症対応目的で

全世界の従業員に支給した一時金等もあり391億21百万円（前年同期比20.2％減）、税引前利益

は関連会社に対する持分の処分益109億77百万円の計上があったものの468億11百万円（前年同期

比1.7％減）とそれぞれ減益となりました。また、法人所得税費用が減少した結果、継続事業か

らの当期利益は319億32百万円（前年同期比12.0％増）と増益となりました。 

なお、非継続事業からの当期損失は182億61百万円（前年同期は777億90百万円の非継続事業か

らの当期損失）となりました。これらの結果、非支配持分を控除した親会社の所有者に帰属する

当期利益は125億18百万円（前年同期は521億93百万円の親会社の所有者に帰属する当期損失）と

なりました。 

 

（注）事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。 

 

事業別の概況は次のとおりであります。なお、ペルマスティリーザ社の株式譲渡を決定したこ

とに伴い、従来「ビルディングテクノロジー事業」に含めていた同社及び同社子会社の事業を非

継続事業に分類しており、前年同期実績も同様に組み替えております。 

また、事業別の売上収益は事業間取引消去前であり、事業利益は全社費用控除前であります。 
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[ウォーターテクノロジー事業] 

ウォーターテクノロジー事業においては、理想的な使いやすさと心地よい暮らしを追及したシ

ステムキッチン「リシェルＳＩ」や、システムバスルーム「ＳＰＡＧＥ（スパージュ）」「Ａｒ

ｉｓｅ（アライズ）」などの主力商品に加えて、平常時も災害時も、いつもと同じ場所・同じ使

い方で、子供から高齢者まで誰でも使える業界初の災害配慮トイレ「レジリエンストイレ」を発

売し、多くの賞を受賞するなど積極的なマーケティング活動を展開したものの、ユーロ安に伴う

為替換算影響などもあり売上収益は8,285億27百万円（前年同期比0.6％減）と減収でありました。

一方、利益面においては継続的なコストダウンに伴う粗利増や販管費の抑制などもあり事業利益

は615億24百万円（前年同期比2.1％増）と増益でありました。 

[ハウジングテクノロジー事業] 

ハウジングテクノロジー事業においては、外と内がつながる心地よいリビング空間を創り出す

ＴＯＳＴＥＭブランドの窓「ＬＷ（エルダブリュー）」や、木のぬくもりと家具のような上質感

にこだわった「フェンスＡＡ」などデザイン性の高い商品の強化に努めたほか、デザイン豊富な

「ラシッサ」シリーズをはじめとしたインテリア建材が引き続き販売好調であったことなどもあ

り、売上収益は5,422億３百万円（前年同期比0.3％増）、利益面においては価格改定効果に加え

て特にエクステリア商品やインテリア建材商品の売上伸長によるミックスの良化、プラット

フォーム化の進捗に伴う生産効率の改善効果などによる粗利増が奏功した結果、事業利益は282

億88百万円（前年同期比36.5％増）と増収増益でありました。 

[ビルディングテクノロジー事業] 

ビルディングテクノロジー事業においては、オリンピックの需要収束による受注減などがあっ

たことから売上収益は1,127億74百万円（前年同期比2.7％減）、事業利益は26億71百万円（前年

同期比27.6％減）と減収減益でありました。 

[流通・小売り事業] 

流通・小売り事業においては、建築業界のプロフェッショナルから一般消費者まで、住まいの

リフォームやより豊かなライフスタイルの実現を支援するホームセンター「スーパービバホーム」

７店舗（うち、ビバモール併設３店舗）を新規に出店し積極的な拡販に努めたことなどにより、

売上収益は1,841億54百万円（前年同期比4.4％増）と増収でありましたが、人件費の増加に加え

て新物流センター建設・ＩＴシステム強化などの先行投資負担もあり事業利益は63億47百万円

（前年同期比18.1％減）と減益でありました。 

[住宅・サービス事業等] 

住宅・サービス事業等においては、家族の夢と絆を育む家「セシボ」、人の暮らしに優しい温

熱環境と省エネ性能を実現したパッシブデザインの「アリエッタ ＶＥＲＤＥＡ（ベルデア）」、

美しいデザインと耐震や断熱など“美しい品質”の「ウッズヒル」などの商品の拡販に努めたこ

とに加え、重点施策であるＢtoＣビジネスなどの新事業領域に注力したことや非新築領域の伸長

がありましたが、一部事業の譲渡による影響もあり売上収益は540億19百万円（前年同期比6.6％

減）、事業利益は29億84百万円（前年同期比13.5％減）と減収減益でありました。 
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事業別の売上収益及び事業損益 

事 業 区 分 

2019年連結会計年度 

（自 2018年４月１日 

至 2019年３月31日） 

2020年連結会計年度 

（自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日） 

前 年 同 期 比 

増   減 

売上収益 

（百万円） 

事業損益 

（百万円） 

売上収益 

（百万円） 

事業損益 

（百万円） 

売上収益 

（％） 

事業損益 

（％） 

ウォーターテクノロジー事業 833,128 60,233 828,527 61,524 △0.6 2.1 

ハウジングテクノロジー事業 540,811 20,719 542,203 28,288 0.3 36.5 

ビルディングテクノロジー事業 115,874 3,688 112,774 2,671 △2.7 △27.6 

流 通 ・ 小 売 り 事 業 176,381 7,752 184,154 6,347 4.4 △18.1 

住 宅 ・ サ ー ビ ス 事 業 等 57,852 3,451 54,019 2,984 △6.6 △13.5 

消 去 又 は 全 社 △31,614 △41,358 △27,238 △43,238 - - 

合 計 1,692,432 54,485 1,694,439 58,576 0.1 7.5 

（注）非継続事業に分類した事業は含めておりません。 

 

（２）設備投資の状況 

当連結会計年度における設備投資額（使用権資産を含む）は、1,382億31百万円であります。

その主なものはスーパービバホームの出店などに伴う投資や新製品開発投資であり、その他とし

ては合理化及び設備の維持更新投資などであります。 

 

（３）資金調達の状況 

当連結会計年度においては、連結子会社のリファイナンス資金などに充当するため、長期借入

により1,423億77百万円の調達を行っております。 

 

（４）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況 

株式会社ＬＩＸＩＬは、2019年９月２日付で同社が展開する介護付有料老人ホーム及び高齢者

向け住宅の運営を株式会社シニアライフカンパニーに吸収分割により承継した上で、同社の発行

済全株式をトラストガーデン株式会社に譲渡いたしました。 

 

（５）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況 

株式会社ＬＩＸＩＬは、2019年６月３日付で株式会社ＬＩＸＩＬが保有するプロ顧客向けの会

員制建築資材卸売店舗「建デポ」を運営する株式会社建デポの全株式をコーナン商事株式会社に

譲渡したことにより、株式会社建デポを当社の持分法適用関連会社から除外いたしました。 

株式会社ＬＩＸＩＬは、2019年９月30日付で株式会社ＬＩＸＩＬが保有する株式会社ＬＩＸＩ

Ｌ鈴木シャッターの発行済株式の100％を、三和ホールディングス株式会社に譲渡いたしました。 

また、当社は2020年５月１日付開催の取締役会において、株式会社ＬＩＸＩＬが保有する

Permasteelisa S.p.A.（以下、ペルマスティリーザ社）の発行済普通株式の100％を、Atlas 

Holdings LLCに譲渡することを決定し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。 

なお、本譲渡は、ＥＵ・中国・ロシア・サウジアラビア（以下、関係国）における競争法上の許

可等が得られることを条件としております。当社は、関係国における競争法上の許可等が得られる

可能性が高いと判断していることから、当該許可等が得られることを前提に、ペルマスティリーザ

社及び同社子会社の事業を非継続事業に分類しております。 
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（６）財産及び損益の状況の推移 

区 分 

2017年 

連結会計年度 

（自 2016年４月１日 

至 2017年３月31日） 

2018年 

連結会計年度 

（自 2017年４月１日 

至 2018年３月31日） 

2019年 

連結会計年度 

（自 2018年４月１日 

至 2019年３月31日） 

2020年 

連結会計年度 

（自 2019年４月１日 

至 2020年３月31日） 

売上収益 (百万円) 1,786,447 1,829,344 1,692,432 1,694,439 

事業利益 (百万円) 88,312 76,046 54,485 58,576 

営業利益 (百万円) 67,535 59,107 49,011 39,121 

親会社の所有

者に帰属する

当期利益又は

親会社の所有

者に帰属する

当 期 損 失

（△） 

(百万円) 42,503 54,581 △52,193 12,518 

基本的１株当

たり当期利益

又は基本的１

株当たり当期

損失（△） 

(円) 148.01 189.13 △179.98 43.15 

資産合計 (百万円) 2,042,165 2,107,131 2,059,544 2,091,529 

親会社の所有

者に帰属する

持分 

(百万円) 547,244 616,897 533,656 502,165 

１株当たり親

会社所有者帰

属持分 

(円) 1,902.18 2,128.77 1,839.59 1,730.99 

親会社所有者 

帰属持分比率 
(％) 26.8 29.3 25.9 24.0 

（注）１．2017年連結会計年度より、会社計算規則第120条第１項に基づき国際会計基準（以下、ＩＦ

ＲＳ）を適用して連結計算書類を作成しております。 

２．事業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。 

３．当社は2020年５月に、当社の連結子会社であるPermasteelisa S.p.A.を売却することを決定

したため、2020年連結会計年度において、同社及び同社子会社の事業を非継続事業に分類し、

2019年連結会計年度の売上収益、事業利益、営業利益を組み替えて表示しております。した

がって、2019年連結会計年度及び2020年連結会計年度の売上収益、事業利益、営業利益の金

額は、継続事業の金額であり、非継続事業は含めておりません。 
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（７）対処すべき課題 

当社グループは、起業家精神にあふれ、持続的な成長を通じて社会に貢献できる組織の構築を

目指し、2017年11月に策定・公表いたしました中期計画の４つの柱に基づいた主要施策を着実に

推進しております。 

 

［中期計画の４つの柱］ 

１．持続的成長に向けた組織を作る 

当社グループは、変化に俊敏に対応できるような環境を構築するため、組織文化の変革を

進めております。従業員が起業家精神を発揮し、活発な意見交換や実験的な取り組みを行え

るような組織風土を醸成していきます。また、従業員が互いを尊重し、刺激を受け合い、熱

意を持って取り組むことができるような環境を作るとともに、社会的に意義のある大きな目

標の達成を通じて従業員が一つになることができるような企業を目指してまいります。 

 

２．魅力ある差別化された製品の開発 

当社グループは、多様なライフスタイル、ニーズや嗜好に対応する強いブランドを有し、

こうしたブランドに対する投資とその真髄となるＤＮＡの強化を進めることで、利益ある成

長につなげていきます。また、変化する消費者ニーズや嗜好に対応できるよう、イノベー

ション、デザイン、品質の向上をさらに追求していきます。さらに、製品開発のための強い

知的財産の基盤を持ち、短いサイクルで差別化された製品を市場投入できるよう「アセット

ライト」のビジネスモデルへ移行するとともに、国内の組織構造の見直しを行い、製品開発、

生産、販売の機能を一組織に統合することで、製品開発サイクルのスピード向上を図ってま

いります。 

 

３．競争力あるコストの実現 

当社グループは、バランスシートと利益率の改善に向け、新技術やインフラの活用により、

効率的で柔軟なサプライチェーン管理体制を構築し、コスト管理を向上させます。さらに、

間接部門の生産性を高め、必要とする部門に人員の再配置を行うなどの施策推進を通じて、

コスト効率の向上につなげてまいります。 

 

４．エンドユーザー・インフルエンサーへのマーケティング 

当社グループは、エンドユーザー、並びに工事業者、デザイナー及び工務店などのインフ

ルエンサーとの接点の拡充を図ります。また、「リクシルＰＡＴＴＯリフォーム」をはじめ

とする新サービスの推進を通じて、リフォームに対するエンドユーザーの不安を取り除き、

日本における新たなリフォーム需要を創出してまいります。 

 

［当連結会計年度における優先課題と進捗状況］ 

① 事業ポートフォリオの見直し 

当社グループは、株式会社建デポ（2019年６月）、株式会社シニアライフカンパニー（2019

年９月）、株式会社ＬＩＸＩＬ鈴木シャッター（2019年９月）と、子会社及び関連会社の株式

譲渡を実施し、2020年５月にはペルマスティリーザ社の売却決定を発表いたしました。これは、

基幹事業である水回り事業及び住宅建材事業への更なる注力を図り、当社グループの統合強化

によるシナジーの最大化や効率化を目指す取り組みの一環であります。また、バランスシート

の強化、キャッシュ・フローの改善や債務の削減、運転資本効率の改善などにより、財務基盤

の強化を図ることができ、基幹事業において収益性の高い成長分野に更なる投資を行うことが

可能となるものと考えております。 

 

② 機動的な組織の構築 

当社は、当社の連結子会社である株式会社ＬＩＸＩＬとの合併を2020年12月に行うことを決

定し、現行の持株会社制度から、事業会社として業務運営を行う体制に移行する予定でありま

す。また、国内組織体制の簡素化を実施したことに加え、地域ごとに統括されていた管理部門

の指揮命令系統をグローバルで一元化し、レポーティングラインを本社に集約いたしました。

こうした組織変更は、より迅速な意思決定を可能とし、経営効率を改善することで機動的な組

織を構築するとともに、当社グループ全体のガバナンス向上を目指したものであります。 



－ 7 － 

 

③ 国内事業の活性化 

当社グループは、国内事業の活性化に向けた包括的な人事プログラム「変わらないと、ＬＩ

ＸＩＬ」を推進し、実力主義に基づく組織文化への転換を進めております。国内においては、

顧客志向の徹底や、あらゆる世代のキャリア開発支援、従業員のエンゲージメント強化を目的

とした施策を実施してまいりました。人事施策の一つとして早期退職優遇制度（キャリアオプ

ション制度）を導入し、多くの日本企業が直面する従業員の年齢構成の課題にも対応しており

ます。 

 

④ デジタルトランスフォーメーションの加速 

当社グループは、社内コミュニケーションの活性化や組織変革の一環として、様々なデジタ

ルツールの活用を従来から推進してまいりました。これにより、在宅勤務へのスムーズな移行

が可能となり、事業の継続性確保や生産性向上につながりました。また、次世代の住まいと暮

らしを支えるＩｏＴ商品・サービスの開発を継続するとともに、デジタル技術の活用によって

ショールームでのオンライン接客を実現するなど、商品とサービスの両面から顧客志向を実践

しております。 

 

⑤ 差別化された製品・サービスの開発 

当社グループは、グループ内のデザイン体制を強化するとともに、日本発のグローバルブラ

ンドである「ＩＮＡＸ」の海外展開を加速させております。「ＩＮＡＸ」ブランドはミラノデ

ザインウィークに出展し、グローバル市場向けに展開する水回り商品の新コレクションを発表

いたしました。同ブランド独自のデザインバリューやシグニチャーエレメント（造形要素）に

基づいてデザインされた新商品は、当社が推進するプラットフォーム戦略に基づく生産が可能

であります。さらに、国際的なデザイン賞の一つである「iF DESIGN AWARD 2020」では、「Ｉ

ＮＡＸ」ブランドだけで15の賞を受賞しており、デザイン主導の商品開発が評価されておりま

す。また、住宅建材の分野においても、富裕層向け市場の開拓に向けて、海外企業との提携や

技術協力を推進してまいりました。 

 

⑥ 事業活動を通じた社会への貢献 

当社グループは、事業活動を通じた社会貢献を推進しており、環境効率改善に関する目標を

２年前倒しで達成するなど、環境面の取り組みを強化してまいりました。さらに、国連が推進

する持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への貢献に向けて、2050年までの達成を目指したより意

欲的な環境ビジョンを設定いたしました。水回りの分野でも、開発途上国向け簡易式トイレシ

ステム「ＳＡＴＯ」が展開するソーシャルビジネスを通じて、世界で1,860万人の人びとの衛

生環境の改善に貢献しております。このような実績が国際的にも高く評価され、当社グループ

は世界的な社会的責任投資指標である「Dow Jones Sustainability World Index（DJSI 

World）」の構成銘柄にも選定されました。 

 

 

一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大が全世界に深刻な影響を及ぼす中、現時点で当社グ

ループの先行きを見通すことは難しい状況にありますが、当社グループでは、従業員をはじめと

するステークホルダーの安全・健康の確保を最優先事項としつつも、併せて事業の継続性の確保、

手元流動性の確保に向けて迅速な対応を行ってまいりました。 

今後は当社グループだけでなく、世界中のあらゆる産業において、ニューノーマル（新しい日

常）への転換が求められております。デジタル技術を活用し、より柔軟な働き方を可能とするな

ど、当社グループとして引き続き様々な対策を講じてまいります。また、タッチレス水栓のよう

な衛生面・健康面に焦点を当てた商品や、ＩｏＴ技術を導入したスマート宅配ポストなどに対す

る需要が高まっており、中長期的にもエンドユーザーのニーズが変化していくものと考えられま

す。当社グループは、「世界中の人びとにより豊かで快適な住まいと暮らしを実現する」ことを

目指しており、ニューノーマルを見据え、エンドユーザーに永続的な価値を提供できるよう、さ

らに取り組みを強化してまいります。
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（８）主要な事業内容 

当社グループは、「私たちは、優れた製品とサービスを通じて、世界中の人びとの豊かで快適

な住生活の未来に貢献します。」を企業理念とし、ウォーターテクノロジー事業、ハウジングテ

クノロジー事業、ビルディングテクノロジー事業、流通・小売り事業及び住宅・サービス事業等

を主要な事業内容とし、関連するサービス等の事業活動を展開しております。各事業の主要製品

及び商品等は、次のとおりであります。 

事 業 区 分 事 業 内 訳 （ 主 要 製 品 及 び 商 品 等 ） 

ウォーターテクノロジー事業 
水回り設備 

（衛生機器、シャワートイレ、水栓金具、手洗器、浴

槽、ユニットバス、スマート製品、シャワー、洗面

器、洗面カウンター、住宅・ビル外装タイル、内装タ

イル等） 

キッチン （システムキッチン等） 

ハウジングテクノロジー事業 

金属製建材 
（住宅サッシ、玄関ドア、各種シャッター、門扉、カー

ポート、手摺、高欄等） 

木質内装建材類 （窓枠、造作材、インテリア建材等） 

その他建材類 （サイディング、石材、屋根材等） 

インテリアファブリッ

ク類 
（カーテン等） 

その他 （太陽光発電システム等） 

ビルディングテクノロジー事業 金属製建材 （カーテンウォール、ビル・店舗用サッシ等） 

流 通 ・ 小 売 り 事 業 ホームセンター （生活用品、ＤＩＹ用品、建築資材等） 

住 宅 ・ サ ー ビ ス 事 業 等 

住宅ソリューション 
（工務店のフランチャイズチェーンの展開、建築請負、

地盤調査・改良等） 

不動産 
（土地、建物、不動産管理、不動産事業のフランチャイ

ズチェーンの展開支援等） 

金融サービス事業 （住宅ローン等） 
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（９）重要な子会社の状況 

会 社 名 資 本 金 又は 出 資金 
当 社 の 

議決権比率 
主 要 な 事 業 内 容 

株式会社ＬＩＸＩＬ 34,600 百万円 100％ 
金属製建材、水回り設備の

製造、販売 

株式会社ＬＩＸＩＬビバ 24,596 百万円 53％ 
生活用品、ＤＩＹ用品、建

築資材の販売 

株式会社ＬＩＸＩＬトータル

サービス 
100 百万円 100％ 

水回り設備、金属製建材の

販売 

株式会社ＬＩＸＩＬトータル

販売 
75 百万円 100％ 金属製建材の販売 

株式会社川島織物セルコン 9,382 百万円 100％ 
インテリアファブリック類

の製造、販売 

ＬＩＸＩＬグループファイナ

ンス株式会社 
3,475 百万円 100％ 金融サービス業 

GROHE Group S.à r.l. 57,143 千ユーロ 100％ 
グローエグループの持株会

社 

Permasteelisa S.p.A. 6,900 千ユーロ 100％ 
カーテンウォールの製造、

販売 

ASD Holding Corp. 412,956 千USドル 100％ 
アメリカンスタンダードの

北米事業の持株会社 

A-S CHINA PLUMBING 

PRODUCTS Ltd. 
24,907 千USドル 100％ 

アメリカンスタンダードの

中国事業の持株会社 

TOSTEM THAI Co., Ltd. 2,767 
百万 

タイバーツ 
100％ 金属製建材の製造、販売 

LIXIL INTERNATIONAL Pte. 

Ltd. 
274,417 千USドル 100％ 

アジア地域のサプライ

チェーン統括会社 

LIXIL GLOBAL MANUFACTURING 

VIETNAM Co., Ltd. 
40,700 千USドル 100％ 金属製建材の製造、販売 

驪住通世泰建材（大連）有限

公司 
43,500 千USドル 100％ 木質内装建材の製造、販売 

（注）１．議決権比率には子会社による間接所有を含んでおります。 

２．当社の連結子会社は186社となっております。 

３．2020年３月23日開催の当社及び株式会社ＬＩＸＩＬの取締役会において、2020年12月１

日予定で、当社を存続会社として株式会社ＬＩＸＩＬを吸収合併することを承認し、同

日付で合併契約書を締結しております。また、本合併に伴い、2020年12月１日（予定）

を以て、当社は「株式会社ＬＩＸＩＬ」に商号変更することを予定しております。 

４．2020年４月に、GROHE Group S.à r.l.はLIXIL Europe S.à r.l.に商号変更しておりま

す。 

５．当連結会計年度末日における特定完全子会社の状況は次のとおりであります。 

特定完全子会社の名称 株式会社ＬＩＸＩＬ 

特定完全子会社の住所 東京都江東区大島２丁目１番１号 

当社における特定完全子会社の 

株式の帳簿価額 
211,287百万円 

当社の総資産額 559,830百万円 
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（10）主要な拠点等 

会 社 名 名 称 ・ 所 在 地 

株式会社ＬＩＸＩＬグループ（当社） 本 店 東京都江東区大島２丁目１番１号 

株式会社ＬＩＸＩＬ 

本 店 東京都江東区 

営 業 所 

 

 

 

 

 

工 場 

 

 

 

 

 

 

北海道支社              東北支社（宮城県） 

北関東支社（東京都）    関東支社（東京都） 

中部支社（愛知県）      関西支社（大阪府） 

中四国支社（広島県）    九州支社（福岡県） 

ＬＩＸＩＬショールーム東京 

ＬＩＸＩＬショールーム大阪 

須賀川工場（福島県）    前橋工場（群馬県） 

下妻工場（茨城県）      岩井工場（茨城県） 

土浦工場（茨城県）      石下工場（茨城県） 

深谷工場（埼玉県）      小矢部工場（富山県） 

知多工場（愛知県）      榎戸工場（愛知県） 

常滑東工場（愛知県）    上野緑工場（三重県）

久居工場（三重県）      有明工場（熊本県） 

その他事業所 常滑ビル（愛知県） 

株式会社ＬＩＸＩＬビバ 本 店 埼玉県さいたま市浦和区 

株式会社ＬＩＸＩＬトータルサービス 本 店 東京都江東区 

株式会社ＬＩＸＩＬトータル販売 本 店 東京都江東区 

株式会社川島織物セルコン 本 店 京都府京都市左京区 

ＬＩＸＩＬグループファイナンス株式会社 本 店 東京都江東区 

GROHE Group S.à r.l. 本 店 ルクセンブルク 

Permasteelisa S.p.A. 本 店 イタリア 

ASD Holding Corp. 本 店 アメリカ 

A-S CHINA PLUMBING PRODUCTS Ltd. 本 店 イギリス領ケイマン諸島 

TOSTEM THAI Co., Ltd. 工 場 タイ 

LIXIL INTERNATIONAL Pte. Ltd. 本 店 シンガポール 

LIXIL GLOBAL MANUFACTURING VIETNAM Co., Ltd. 工 場 ベトナム 

驪住通世泰建材（大連）有限公司 工 場 中国 

（注）2020年４月に、GROHE Group S.à r.l.はLIXIL Europe S.à r.l.に商号変更しております。 
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（11）従業員の状況 

事 業 区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比較増減 

ウォーターテクノロジー事業 32,661名 207名減 

ハウジングテクノロジー事業 18,650名 170名減 

ビルディングテクノロジー事業 6,758名 703名減 

流 通 ・ 小 売 り 事 業 1,447名 90名増 

住 宅 ・ サ ー ビ ス 事 業 等 1,087名 287名減 

全 社 共 通 部 門 1,031名 29名減 

合 計 61,634名 1,306名減 

（注）１．従業員数は就業人員であり、パートタイマー、臨時雇用者数は含んでおりません。 

２．ビルディングテクノロジー事業には、当連結会計年度において非継続事業に分類した

Permasteelisa S.p.A.及び同社子会社に係る従業員数が含まれております。 

３．全社共通部門として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門

に所属しているものであります。 

４．住宅・サービス事業等の従業員数が前連結会計年度末に比べて287名減少しておりま

すが、これは主に株式会社ＬＩＸＩＬが展開する介護付有料老人ホーム及び高齢者向

け住宅の運営を株式会社シニアライフカンパニーに吸収分割により承継した上で、同

社の発行済全株式をトラストガーデン株式会社に譲渡したことなどによるものであり

ます。 

 

 

（12）主要な借入先の状況 

借 入 先 借 入 残 高 

株式会社三井住友銀行 115,487 百万円 

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 101,947 百万円 

株式会社みずほ銀行 60,272 百万円 

三井住友信託銀行株式会社 20,500 百万円 

（注）上記のほか、株式会社日本政策投資銀行を幹事とするシンジケートローンが26,000百万円

あります。 

 

（13）剰余金の配当等に関する基本方針 

当社では、健全な財務体質の維持を基本とし、配当金については連結ベースでの配当性向30％

以上を維持すること、自己株式の取得については機動的に行うことを方針としております。当事

業年度については期末配当金を１株につき35円（中間配当金を含め年70円配当）といたしました。
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２．会社の現況に関する事項 
（１）株式に関する事項 

①  発行可能株式総数     1,300,000,000株 

②  発行済株式の総数      290,103,458株（自己株式23,215,701株を除く） 

③  １単元の株式数           100株 

④  資本金          68,417,794,464円 

⑤  株主の総数            57,734名 

⑥  上位10名の株主 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口 ※ 19,352千株 6.67％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社信託口 ※ 14,014千株 4.83％ 

野村信託銀行株式会社信託口 ※ 8,896千株 3.07％ 

STATE STREET BANK CLIENT OMNIBUS OM04 

(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 
8,707千株 3.00％ 

ＬＩＸＩＬ従業員持株会 7,584千株 2.61％ 

第一生命保険株式会社 

(常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社) 
6,561千株 2.26％ 

ＪＰモルガン証券株式会社 6,332千株 2.18％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社信託口５ ※ 5,943千株 2.05％ 

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) SUB A/C AMERICAN CLIENTS 

(常任代理人 香港上海銀行東京支店) 
5,454千株 1.88％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社信託口９ ※ 4,982千株 1.72％ 

（注）１．当社は、自己株式23,215千株を所有しておりますが、上記の上位10名の株主から

は除いております。 

２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。 

３．※印はすべて信託業務に係るものであります。 
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（２）新株予約権等に関する事項 

①  当事業年度の末日に会社役員が保有する職務執行の対価として交付された新株予約権の内容

の概要 

 第 ５ 回 新 株 予 約 権 第 ７ 回 新 株 予 約 権 

発行決議日 2013年４月15日 2014年５月７日 

新株予約権の数 2,500個 2,240個 

新株予約権の目的である株式の

種類及び数 

普通株式  250,000株 

（新株予約権１個につき100株） 

普通株式  224,000株 

（新株予約権１個につき100株） 

新株予約権の払込金額 １個当たり  51,200円 １個当たり  39,500円 

新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額 
１個当たり 236,500円 １個当たり 281,900円 

権利行使期間 
自 2015年５月10日 

至 2020年５月９日 

自 2016年５月24日 

至 2021年５月23日 

保有人数及び新株予約権の数 

  取締役（社外取締役を除く） 

  執行役 

 

２名       1,150個 

４名       1,350個 

 

２名         800個 

４名       1,440個 

 

 

 第 ８ 回 新 株 予 約 権 第 ９ 回 新 株 予 約 権 

発行決議日 2014年11月25日 2016年９月20日 

新株予約権の数   405個 3,000個 

新株予約権の目的である株式の

種類及び数 

普通株式  40,500株 

（新株予約権１個につき100株） 

普通株式  300,000株 

（新株予約権１個につき100株） 

新株予約権の払込金額 １個当たり  46,800円 １個当たり  43,300円 

新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額 
１個当たり 252,700円 １個当たり 225,300円 

権利行使期間 
自 2016年12月13日 

至 2021年12月12日 

自 2018年10月８日 

至 2023年10月７日 

保有人数及び新株予約権の数 

  取締役（社外取締役を除く） 

  執行役 

 

 

１名         405個 

 

 

１名       3,000個 

（注）執行役を兼務する取締役３名に関する保有人数及び新株予約権の数は、執行役の保有人数

及び新株予約権の数に含めて表示しております。
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②  その他新株予約権の状況 

2015年２月16日開催の執行役会決議に基づき発行した転換社債型新株予約権付社債に付され

た新株予約権の概要 

2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債に付された新株予約権 

社 債 に 付 さ れ た 新 株 予 約 権 の 総 数 

6,000個及び代替新株予約権付社債券に

係る本社債の額面金額合計額を1,000万

円で除した個数の合計数 

新株予約権の目的である株式の種類と数 

当社普通株式 

本新株予約権の行使により当社が当社普

通株式を交付する数は、行使請求に係る

本社債の額面金額の総額を転換価額で除

した数とする。但し、行使により生じる

１株未満の端数は切り捨て、現金による

調整は行わない。 

新 株 予 約 権 と 引 換 え に 払 い 込 む 金 銭 
本新株予約権と引換えに金銭の払込みは

要しない。 

転 換 価 額 3,768.4円（注） 

新 株 予 約 権 の 行 使 期 間 
2015年３月18日から2022年２月18日まで 

（行使請求受付場所現地時間） 

（注）2020年６月５日開催の取締役会において、当連結会計年度の年間配当が１株につき70

円と決定されたことに伴い、社債要項の転換価額調整条項に従い、転換価額の調整を

行っております。なお、調整後の2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

に付された新株予約権の転換価額は3,746.6円であります。
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（３）会社役員に関する事項 

①  取締役 

地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況 

取 締 役 瀬 戸  欣 哉  
株式会社ＬＩＸＩＬ取締役会長兼

取締役会議長（代表取締役） 

取 締 役 大 坪  一 彦  
株式会社ＬＩＸＩＬ取締役社長兼

ＣＥＯ（代表取締役） 

取 締 役 吉 田  聡   

取 締 役 川 本  隆 一 監 査 委 員  

取 締 役 伊 奈  啓 一 郎 指 名 委 員  

取 締 役 内 堀  民 雄 監 査 委 員  

取 締 役 鬼 丸  か お る 指 名 委 員  

取 締 役 河 原  春 郎 
指 名 委 員 

報 酬 委 員 
 

取 締 役 
カート・キャンベル 

（Kurt M.Campbell）            
 

アジアグループエルエル 

シー 創立パートナー会長兼 

ＣＥＯ 

取 締 役 鈴 木  輝 夫 監 査 委 員  

取 締 役 西 浦  裕 二 
指 名 委 員 

報 酬 委 員 
 

取 締 役 濵 口  大 輔 
監 査 委 員 

報 酬 委 員 
 

取 締 役 

取 締 役 会 議 長 
松 﨑  正 年 指 名 委 員  

取 締 役 三 浦  善 司 
監 査 委 員 

報 酬 委 員 

株式会社リグノマテリア 

代表取締役 

（注）１．瀬戸欣哉、大坪一彦及び吉田 聡の各氏は執行役を兼務しております。 

２．内堀民雄、鬼丸かおる、河原春郎、カート・キャンベル、鈴木輝夫、西浦裕二、濵口

大輔、松﨑正年及び三浦善司の各氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ

ります。なお、当社は内堀民雄、鬼丸かおる、河原春郎、鈴木輝夫、西浦裕二、濵口

大輔、松﨑正年及び三浦善司の各氏を当社が上場している国内の各証券取引所の定め

に基づき独立役員として指定し、各証券取引所に対して届け出ております。 

３．監査委員（委員長）である三浦善司氏は、上場会社において経理本部長、ＣＦＯ等を

歴任し、監査委員である内堀民雄氏は、税理士の資格を有し、また、監査委員である

鈴木輝夫氏は、公認会計士の資格を有しており、それぞれ財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。 

４．当社では、執行役等へのヒアリングや内部監査部門等からの報告受領、子会社の監査

等による情報の把握及び各種会議への出席を継続的・実効的に行うため、川本隆一氏

を常勤の監査委員として選定しております。 

５．2020年３月31日付で、大坪一彦氏は株式会社ＬＩＸＩＬ取締役社長兼ＣＥＯ(代表取

締役)を辞任いたしました。 

６．2020年４月１日付で、瀬戸欣哉氏は株式会社ＬＩＸＩＬ取締役会長兼社長兼ＣＥＯ兼

取締役会議長(代表取締役)に就任いたしました。 
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②  執行役 

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

執 行 役 社 長 

（ 代 表 執 行 役 ） 
瀬 戸 欣 哉 ＣＥＯ 

執 行 役 副 社 長 

（ 代 表 執 行 役 ） 
大 坪 一 彦 営業・国内子会社担当 

執 行 役 副 社 長 

（ 代 表 執 行 役 ） 
松 本 佐 千 夫 

経理・財務・Ｍ＆Ａ・法務担当兼

ＣＦＯ兼ＣＬＯ 

ＬＩＸＩＬグループファイナンス

株式会社取締役社長(代表取締役) 

執 行 役 専 務 
ファ・ジン・ソン・モンテサーノ 

（Hwa Jin Song Montesano） 

広報・ＩＲ・渉外・コーポレート

レスポンシビリティ・人事担当兼

ＣＰＡＯ兼ＣＰＯ 

執 行 役 専 務 二 瓶  亮 技術担当兼ＣＴＯ 

執 行 役 専 務 金 澤 祐 悟 
マーケティング・デジタル・ＩＴ

担当兼ＣＤＯ兼ＣＩＯ 

執 行 役 専 務 中 村  豊 法務担当兼ＣＬＯ 

執 行 役 専 務 
ビ ジ ョ イ ・ モ ハ ン 

（ B i j o y  M o h a n ） 
LIXIL InternationalＣＥＯ 

執 行 役 専 務 吉 田  聡 ＬＨＴ-Ｊａｐａｎ担当 

執 行 役 専 務 大 西 博 之 ＬＷＴ-Ｊａｐａｎ担当 

（注）１．2019年６月25日開催の取締役会において、瀬戸欣哉、大坪一彦及び松本佐千夫の各氏

は代表執行役に選定され、同日就任いたしました。また、同取締役会において、瀬戸

欣哉氏は執行役社長に選定され、同日就任いたしました。 

   ２．2019年７月３日付で、中村 豊氏は執行役専務を辞任いたしました。 

     ３．2020年３月31日付で、大坪一彦氏は執行役副社長(代表執行役)を、二瓶 亮氏は執行

役専務をそれぞれ辞任いたしました。 

     ４．2020年４月１日付で、松本佐千夫氏の担当を経理・財務・Ｍ＆Ａ担当兼ＣＦＯに、

ファ・ジン・ソン・モンテサーノ氏の担当を人事・総務・広報・ＩＲ・渉外・コーポ

レートレスポンシビリティ担当兼ＣＰＯに、金澤祐悟氏の担当をマーケティング・デ

ジタル・ＩＴ担当兼ＣＤＯに、ビジョイ・モハン氏の担当をLIXIL International担

当にそれぞれ変更いたしました。 

   ５．2020年４月１日の株式会社ＬＩＸＩＬ取締役会決議において、松本佐千夫氏は、同社

代表取締役に選定され、同日就任いたしました。 

   ６．2020年３月23日の取締役会において、君嶋祥子氏が新たに執行役に選任され、2020年

４月１日付で、執行役専務(法務・コンプライアンス担当兼ＣＬＣＯ)に就任いたしま

した。 
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③  報酬委員会による取締役及び執行役の報酬等の算定方法に係る決定に関する方針 

 

【報酬基本方針】 

取締役及び執行役の報酬は、以下に定める基本方針に従い決定されます。 

（イ）短期及び中長期の業績と持続的な企業価値の向上を促進する。 

（ロ）事業成長の加速に不可欠で有為な人材をグローバルに確保する。 

（ハ）株主、従業員及び全てのステークホルダーへの説明責任を果たすことのできる公正かつ合

理的な報酬決定プロセスをもって運用する。 

（ニ）報酬委員会においては、経済・社会情勢や当社の経営状況のほか、外部専門機関の客観的

指標や助言を踏まえて検討する。 

（ホ）個人の報酬については、職責、業績、経験、人材確保の難易度等を考慮する。 

 

【報酬体系】 

経営の監視・監督をする取締役の報酬と、業績の責任を担う執行役の報酬は別体系としており

ます。取締役が執行役を兼任する場合は、執行役の報酬制度を原則として適用いたします。 

 

【取締役の報酬制度】 

取締役が法定任期中の経営の監視・監督を行うに際しては、その行為が持続的な企業価値向上

に資することが求められるため、取締役の報酬制度は基本報酬と株価連動報酬により構成してお

ります。なお、社内取締役については、常勤・非常勤の別、その業務の内容、職責などに応じて

個別に決定いたします。 

[取締役の報酬構成割合] 

 
 

【執行役の報酬制度】 

執行役の報酬制度は、事業成長の加速に不可欠で有為な人材の確保、経営目標達成への強い動

機づけとその結果に応じて公平・公正に報いること、さらには株主をはじめとするステークホル

ダーの信頼と評価が適正に報酬に反映されることを実現するという方針の下、基本報酬、業績連

動報酬、株価連動報酬で構成しております。 

[執行役の報酬構成割合] 

下図はモデルケースであり、個別報酬額においては、各人の職責、業績、経験、人材確保の

難易度等を考慮するためモデルケースとは異なる場合があります。 

（副社長以上） 

 
（専務以下） 

        
 

【基本報酬】 

取締役及び執行役の基本報酬については、外部専門機関のデータにおける日本企業の売上高

１兆円～２兆円の企業群の50％ileを基準に25％ile～75％ileを参照して決定いたします。海外

居住者についてはそれぞれの居住地のデータを参照いたします。なお、執行役については、各

人の職責、業績、経験、人材確保の難易度等を考慮するため、本水準外の報酬を設定すること

があります。 

基本報酬
（40%）

業績連動報酬
（30%）

株価連動報酬
（30%）

基本報酬
（57%）

業績連動報酬
（29%）

株価連動報酬

（14%）
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【業績連動報酬】 

業績連動報酬において重要なことは、執行役の取り組みに対する強い動機づけと、業績結果

に応じて公平・公正に報いることであるため、その算定方法については、報酬委員会による執

行役へのヒアリングを丁寧に行った上で決定いたします。 

（イ）算定対象期間：業績連動報酬の算定対象期間と会計年度は一致しております。 

（ロ）計算式：執行役が一丸となり単年の経営目標へ取り組み、その業績結果に応じて公平・

公正に報いられることを実現するため、2019年３月期までは計算式に組み入れられてい

た個人業績を廃止し、2020年３月期は全社業績のみで算定することにいたしました。 

     
 

（ハ）業績連動報酬の基準額：業績連動報酬の基準額は、年間の基本報酬に役位別に設定され

た係数（副社長以上：75％、専務以下：50％）を乗じることにより決定いたします。役

位別の係数は、単年業績への責任の程度を踏まえて設定しております。なお、各人の基

準額においては、職責等を踏まえ、役位別に設定された係数とは異なる係数を適用する

場合があります。 

（ニ）業績目標達成度：業績目標達成度は、業績連動報酬の算定対象期間の期首に決算短信等

で開示された業績予想の数値に対して、有価証券報告書で開示される実績数値が達成し

た割合を算出して適用いたします。業績目標が複数ある場合は、各々の業績目標達成度

に、各業績目標が業績目標全体に占める割合を乗じ、それらを合計して算出いたします。

2020年３月期の業績目標は、全社の重要管理指標であるROIC（業績目標全体に占める割

合：40％）のほか、事業管理指標である事業利益（同30％）と、親会社の所有者に帰属

する当期利益（同30％）を設定いたしました。 

（ホ）業績目標達成度と支給率の関係：前述（ニ）で算出された業績目標達成度に応じて、業

績達成への難易度と動機づけの効果を総合的に鑑み、支給率を以下のとおりに設定して

おります。 

 

 

 

 

 

 
             

             

業績連動報酬 ＝ 業績連動報酬の基準額 × 業績目標達成度に応じた支給率

0%

25%

50%

75%

100%

125%

150%

175%

200%

0% 25% 50% 75% 100% 125% 150% 175% 200%

業績目標達成度 支給率 

50％未満の場合 0％ 

50％以上 100％未満の場合 業績目標達成度と同じ 

100％以上 150％未満の場合 ｛（業績目標達成度－100）×2＋100｝％ 

150％以上の場合 200％ 

支給率 

業績目標達成度 

業績目標 50％達成を下回ると支給なし 

業績目標達成時に基準額を支給 

業績目標 150％以上達成時に 

基準額の 200％を支給 

以上 
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（ヘ）その他：当社において重大な会計上の誤り又は不正による決算の事後修正が行われた場

合においては、報酬委員会が当該事由に基づき、将来支払われる予定の業績連動報酬の

修正又は支払済みの業績連動報酬の返還につき審議の上、修正又は対象執行役に対し返

還を求める旨の決定をできるものとしております。さらに、業績連動報酬の評価対象期

間の開始時点において予定されていなかった事象が発生した場合には、報酬委員会は社

内での事実確認及び必要に応じて外部専門機関の見解を踏まえ、その事象と対象執行役

の経営責任等を総合的に勘案した上で、業績連動報酬の算出方法の調整をすることがで

きることとしております。 

 

【株価連動報酬】 

取締役及び執行役（以下「役員」）が、中長期にわたり当社の持続的な企業価値の向上を図

るための監視・監督、経営判断を行うこと、及び株主との企業価値共有を強めること、加えて

グローバル役員報酬体系の統一により国内外から企業価値の更なる向上に資する人材を確保す

るために、2020年３月期から株価連動型の金銭報酬制度（以下「ファントムストック制度」）

を導入しております。 

（イ）付与日：2021年３月期以降の各事業年度において、執行役は事業年度開始日、取締役は

定時株主総会日に擬似株（以下「ファントムストック」）が付与されます。なお、2020

年３月期は期中の制度開始のため、取締役・執行役ともに11月５日に付与いたしました。 

（ロ）付与株数：役員に付与されるファントムストックの株数は、年間の基本報酬に役位別に

設定された係数（社外取締役：20％、副社長以上：75％、専務以下：25％）を乗じるこ

とにより算定される付与額を、付与日の前30営業日の当社株価終値の平均値で除するこ

とにより算定いたします。なお、算定に適用する株価は、前30営業日の当社株価の終値

の平均値を円単位に切り上げます。各役位の株数算出の基礎となる付与額は、中長期の

企業価値向上への影響・責任の程度に応じて定められており、毎付与時に報酬委員会が

付与株数を決定いたします。なお、各人の付与額においては、職責等を踏まえて役位別

に設定された係数とは異なる係数を適用する場合があります。 

（ハ）ファントムストックの付与日から確定精算日までの期間（以下「保有期間」）：取締役

の保有期間については、企業価値向上へ取り組む役割と、経営を監視・監督する役割を

鑑み、会社法で定められた任期に合わせて１年とし、執行役については、持続的な企業

価値向上へ取り組む役割と、中長期にわたり経営に携わるためのリテンションの観点か

ら３年としております。したがって、執行役の自己都合による退任及び当社からの再任

要請拒否による退任が対象保有期間の３年未満において発生した場合には、対象保有期

間のファントムストックの権利は消滅いたします。なお、役員は、ファントムストック

の保有期間において、当社の株主総会における議決権その他の株主権（剰余金の配当を

受ける権利を含むがこれに限らない）を有しません。また、役員の死亡により相続人が

承継する場合を除き、付与日から確定精算日までの間、本権利の全部又は一部について

第三者に譲渡、担保権の設定その他の処分をすることはできず、又は承継させないもの

としております。 

（ニ）確定精算日：ファントムストックの保有期間が満了した時点において、役員が保有する

全株式について、確定精算を行います。なお、役員の責めによらない退任（定年、死亡

を含む）、及び当社を消滅会社とする合併や第三者買収の結果退任する場合は、退任時

点において全ての保有株式について確定精算を行います。 

（ホ）確定精算額：確定精算額は、役員が確定精算日において保有している株数に、確定日の

前30営業日の当社株価終値の平均値を乗じることにより算定します。ただし、確定精算

額は付与額の500％を上限といたします。なお、算定に適用する株価は、前30営業日の当

社株価の終値の平均値を円単位に切り上げます。
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④  当事業年度に係る取締役及び執行役の報酬等の総額 

2020年３月期における役員区分ごとの報酬等の総額は以下の通りです。なお、報酬等の総額が

１億円以上である役員は有価証券報告書にて開示いたします。 

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額 

取 締 役 19名 346百万円 

執 行 役 13名 1,290百万円 

合 計 32名 1,636百万円 

（注）１．日本基準による金額であります。 

２．上記の報酬等の額には、当社が負担する報酬等のほかに、当社子会社が負担する報

酬等を含めた金額を表示しております。なお、上記の報酬等の額のうち、当社が負

担する報酬等の額は1,118百万円（取締役19名に対し346百万円、執行役８名に対し

772百万円）となっております。 

３．執行役の報酬等の額には、当事業年度に計上いたしました単年度の業績連動報酬

426百万円（対象人数12名）が含まれております。 

４．取締役及び執行役の報酬等の額には、当事業年度に計上いたしました譲渡制限付株

式による報酬額148百万円（取締役10名に対し98百万円（うち社外取締役４名に対

し６百万円）、執行役11名に対し50百万円）が含まれております。 

５．取締役及び執行役の報酬等の額には、当事業年度に計上いたしました株価連動報酬

（ファントムストック）による報酬額180百万円（取締役11名に対し24百万円（う

ち社外取締役９名に対し14百万円）、執行役９名に対し156百万円）が含まれてお

ります。 
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⑤  社外役員に関する事項 

イ．各社外役員の主な活動状況 

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況 

取 締 役 内 堀  民 雄 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回及び監査委員

会10回のすべてにそれぞれ出席し、グローバル製造

業のマネジメントとしての豊富な経験と高い知見や

税理士としての会計・税務に関する高い専門性に基

づき議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま

す。 

取 締 役 鬼 丸  か お る 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回のすべてに出

席し、法律の専門家である弁護士として長年のキャ

リアに加え、最高裁判所判事として重大事案に関

わってきた実績に基づき議案審議等に必要な発言を

適宜行っております。 

取 締 役 河 原  春 郎 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回のすべてに出

席し、グローバルに事業を展開する複数の上場会社

の経営に長年にわたり携わってきた豊富な経験や幅

広い識見に基づき議案審議等に必要な発言を適宜

行っております。 

取 締 役 
カート・キャンベル 

（Kurt M.Campbell） 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回のうち10回に

出席し、海外事業やＭ＆Ａ及び海外事業リスク管理

に関する豊富な経験や高い見識に基づき議案審議等

に必要な発言を適宜行っております。 

取 締 役 鈴 木  輝 夫 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回及び監査委員

会10回のすべてにそれぞれ出席し、公認会計士とし

て長年にわたり大手監査法人において上場企業の監

査業務に従事する等により培った財務会計分野での

高い専門性に基づき議案審議等に必要な発言を適宜

行っております。 

取 締 役 西 浦  裕 二 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回のすべてに出

席し、複数企業での経営実績や多くの企業再生案件

でのコーポレートガバナンス再構築にかかる豊富な

知見・経験に基づき議案審議等に必要な発言を適宜

行っております。 

取 締 役 濵 口  大 輔 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回及び監査委員

会10回のすべてにそれぞれ出席し、企業年金連合会

の運用執行理事を長年務めたことにより培ったコー

ポレートガバナンスに関する深い見識に基づき議案

審議等に必要な発言を適宜行っております。 

取 締 役 

取 締 役 会   

議 長 

松 﨑  正 年 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回のすべてに出

席し、グローバルに事業を展開する上場会社の経営

に長年にわたり携わったことにより培ったコーポ

レートガバナンスに関する深い見識に基づき議案審

議等に必要な発言を適宜行っております。 
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取 締 役 三 浦  善 司 

2019年６月25日開催の定時株主総会において選任さ

れ、同日就任以降開催の取締役会11回及び監査委員

会10回のすべてにそれぞれ出席し、グローバルに事

業を展開する上場会社の経営に長年にわたり携わっ

てきた豊富な経験に加え、財務担当や経営戦略担当

としての実績と幅広い識見に基づき議案審議等に必

要な発言を適宜行っております。 

 

ロ．責任限定契約の内容の概要 

 当社は、定款に社外取締役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款に

基づき、当社は社外取締役の全員と責任限定契約を締結しており、その概要は次のとおり

であります。 

（社外取締役の責任限定契約） 

 社外取締役は、本契約締結後、任務を怠ったことによる損害賠償責任について、その職務

を行うにつき、善意でかつ重大な過失がないときは、1,000万円又は法令が規定する額のい

ずれか高い額を限度としてその責任を負担する。 

ハ．当事業年度に係る社外役員の報酬等の総額 

区 分 支 給 人 数 報 酬 等 の 額 

取 締 役 13名 154百万円 

 

（４）会計監査人に関する事項 

① 名称            有限責任監査法人トーマツ 

 

② 会計監査人の報酬等の額 

当社が支払うべき監査証明業務に係る報酬等の額 72百万円 

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合

計額 
797百万円 

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融

商品取引法」に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分で

きないため、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。 

２．監査委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。 

３．当社の重要な子会社のうち、GROHE Group S.à r.l.（現 LIXIL Europe S.à r.l.）、

Permasteelisa S.p.A.、ASD Holding Corp.、A-S CHINA PLUMBING PRODUCTS Ltd.、

TOSTEM THAI Co., Ltd.、LIXIL INTERNATIONAL Pte. Ltd.、LIXIL GLOBAL 

MANUFACTURING VIETNAM Co., Ltd.及び驪住通世泰建材（大連）有限公司は、当社

の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けております。 

 

③ 非監査業務の内容 

非監査業務の内容は、企業内容等の開示に関する内閣府令の改正により要求されている有価

証券報告書「事業等のリスク」に関する助言・指導業務、ガバナンス強化の一環として実施す

る不正リスクのトレーニングに関する助言・指導業務などであります。 

 

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

当社では、会計監査人においてその職務遂行に関する公正さが確保できないものと合理的に

疑うべき事情が判明した場合には、方針として解任又は不再任とすることを定めております。 
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（５）業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要 

① 業務の適正を確保するための体制 

当社における内部統制及びリスクマネジメントに係る体制の主な内容は次のとおりであり

ます。なお、これらにつきましては取締役会において、会社法に基づく内部統制システムに

関する基本方針として決議しております。 

イ．当社の執行役、使用人及び当社子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に

適合することを確保するための体制 

当社及び当社子会社（以下当社グループという）は、グループ共通の倫理規定として行

動指針を定め、役員を含む全従業員が年１回の研修及び遵守の誓約を行う。 

あわせて当社グループは、当社グループの役職員が当社法務部門又は外部の弁護士に対

して直接通報を行うことができる懸念報告（内部通報）制度を整備する。 

また、当社グループは、反社会的勢力を一切認めず、またその活動の助長や運営に資す

る疑いとなる行為に自ら関与しない。それら反社会的勢力による被害防止のため、圧力に

は組織で対処し、毅然とした態度で臨む。 

ロ．当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

当社は、法令及び社内規程に基づき、文書等の保存を行う。取締役及び監査委員は、規

程に基づき、常時、その文書等を閲覧できる。また、情報の管理については、情報セキュ

リティ規程、個人情報保護方針を定めて対応する。 

ハ．当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社は持株会社としてグループ会社の抱えるリスクを常に注視するとともに、そのヘッ

ジの状況について確認及び指導を行っております。各社にリスクマネジメント会議等を設

置し、定期的に各社のリスクの状況を確認するとともに、適宜開催するリスクマネジメン

ト委員会において、当社およびグループ各社に多大な影響を及ぼす可能性がある未知なる

リスクを予測し、事前に対処する体制を整えリスク対応能力の向上に努めております。さ

らに、定期的に開催される取締役会・執行役会等において、必要に応じて各社のリスクに

対する報告を義務づけております。 

さらに、当社グループは、危機管理基本規程等を定め管理しており、その抱えるリスク    

を常に注視するとともに、事業継続計画については、当社グループは、BCP（Business 

Continuity Plan）要領書、同マニュアルに基づく教育・訓練を実施する。 

ニ．当社の執行役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保す

るための体制 

当社取締役会は、執行役の職務の分掌を定め、各執行役が責任をもって担当する領域を明

確にする。 

また、全執行役が出席する執行役会を定例的に開催し、業務執行に係る基本的事項及び重

要事項に係る意思決定を機動的に行う。 

さらに、執行役会の下部機関として各種委員会を設置し、グループ全体の経営戦略や投資

案件を審査し、意思決定の迅速化を図る。 

また、当社グループ全体を網羅する中期経営計画及び短期計画を策定する。かかる策定

の作業については、当社子会社の自立的な経営判断・独立性を尊重しながら、その意思決

定をサポートする。 

ホ．その他当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

当社は、グループ会社の経営についてはその自主性を尊重しつつ、事業状況の定期的な

報告を受け、重要案件についての承認を行う。また、連結財務諸表の正確性、適正性を確

保するため、内部統制システムを整備し、適切に運用する。 

ヘ．当社の監査委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人 

当社は、監査委員会の職務を補助すべき専担組織として監査委員会事務局を設置する。

また、当社グループの監査委員会を支える体制の充実及びグループの内部統制の強化のた

め、子会社の監査業務を専ら遂行する「専任監査役」を主要子会社に配置する。尚、監査

委員会を補助すべき取締役は置かない。 
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ト．前号の使用人の当社の執行役からの独立性に関する事項及び監査委員の当該使用人に対

する指示の実効性の確保に関する事項 

監査委員会事務局及び専任監査役の人事異動及び人事評価等に関しては監査委員会の決 

議事項としており、当該使用人の任命・異動・評価等については、事前に監査委員と人事部

門長が協議する。 

また、当該使用人に対する監査委員会及び監査委員からの監査業務に必要な指示について 

は、各部門はその指示の実効性が確保されるように適切に対応する。 

チ．当社の執行役及び使用人が監査委員会に報告するための体制、その他の監査委員会への

報告に関する体制 

執行役は会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、直ちに監査委員

に報告する。 

監査委員は、執行役または会計監査人その他の者から、重要な報告または意見もしくは

書類を受領したときは監査委員会に報告する。 

代表執行役と監査委員は、監査上の知見につき定期的に意見交換を行う。 

また、法務部門は、懸念報告（内部通報）の状況に関し定期的に監査委員会に報告する。 

監査委員は定例の取締役会に出席し、取締役会で定期的に実施される執行役の職務執行

状況報告を受ける。 

執行役及び従業員は、監査委員会によるヒアリング等において、職務の執行状況を監査

委員に報告する。 

専任監査役は、監査委員会との定期的な会合や監査委員会事務局経由で監査実施状況の

報告等を行う。 

リ．当社の子会社の取締役、監査役等、業務を執行する社員、法第五百九十八条第一項の職

務を行うべき者及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査委員会に報

告をするための体制 

当社は、定期的に子会社を含む取締役等が出席する経営会議等を開催し、経営上の重要

情報の共有に努めるとともに、当社子会社において重要な事象が発生した場合には、子会

社に対して随時当社監査委員会への出席・報告を義務づける。 

ヌ．当社の監査委員への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制 

当社グループの内部通報制度運用規程において、当社監査委員が構成員となっているコ

ンプライアンス委員会に対して当社グループの役職員が直接通報を行うことができること

を定め、その直接通報の方法等を当社グループ内に周知する。また、当該通報その他監査

委員に報告をしたこと自体による解雇その他の不利益取扱いの禁止を明記する。 

ル．当社の監査委員会の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当

該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

当社は、監査委員会がその職務の執行について、当社に対し、会社法四百四条に基づく

費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえその費用を負担する。 

また、その職務の執行費用を支弁するため、毎年一定額の予算を設ける。 

ヲ．その他当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査委員会は、当社及び子会社の会計監査人や当社内部監査部門から監査内容について

定期的に報告を受けるとともに、グループ各社の専任監査役等とは定期的にグループ専任

監査役会議を開催し、連携を図っていく。 



－ 25 － 

② 業務の適正を確保するための体制の運用状況 

当社では、上記に基づいて内部統制体制の整備とその適切な運用に努めております。当事業年

度において実施いたしました内部統制上重要と考える主な取り組みは以下のとおりです。 

イ．コンプライアンスに関する取り組み 

ＬＩＸＩＬグループ共通の行動指針を18言語で展開し、研修や啓発活動等を通じて周知

し徹底しております。また、行動指針で定めた内容のうち、リスクの高い分野について、

基本方針や手続きを具体化した各種ポリシー及びガイドラインを発行し、翻訳のうえ研修

を実施するなど、グループ内への展開を進めております。これら諸施策や活動状況は、コ

ンプライアンス委員会に定期的に報告し、その効果を確認しております。 

ロ．損失の危険の管理に関する取り組み 

リスクマネジメント会議等を通じて、新年度の体制及び想定リスクの見直し状況が報告

されており、また、自然災害をはじめとした危機事象については、グループの危機管理基

本規程に沿って、発生した事象の把握と対応状況が適時に報告され、確認しております。 

ハ．職務執行の適正性及び効率性に関する取り組み 

取締役会は毎月１回以上開催し、重要事項の審議や主要な執行状況の報告を受けておりま

す。また、執行の意思決定等は、職務権限に関する規程に基づき効率的な業務執行を実施し

ております。 

ニ．監査委員会監査に関する取り組み 

監査委員は、取締役会、執行役会等の重要な会議へ出席し、また、監査に必要な情報につ

いて適宜報告を受けております。 

また、グループ専任監査役会議の開催や会計監査人情報交換会、代表執行役意見交換会等

を通じ、報告を受け連携しております。 

 

（６）株式会社の支配に関する基本方針に関する事項 

      当社では、多数の株主に株式を中長期で保有していただくことが望ましいと考え、業績を向

上し企業価値を高めて、株主の支持をいただけるような施策を打ってまいります。よって、敵

対的買収防衛策については、特に定めておりません。 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 ◎  本事業報告は、次により記載しております。 

１．百万円単位の記載金額は、特に記載のない限り百万円未満を四捨五入して表示しており

ます。 

２．千株単位の株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

３．「１．企業集団の現況に関する事項」及び「２．会社の現況に関する事項」は、特に

記載のない限り、2020年３月31日現在の状況を記載しております。



 

 

貸 借 対 照 表 
（２０２０年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

資産の部 負債の部 

科          目 金      額 科          目 金      額 

流動資産 38,138 流動負債 15,576 

現金及び預金 3 1年内償還予定の社債 10,000 

未収入金 5,424 未払費用 3,361 

短期貸付金 32,661 賞与引当金 72 

その他の流動資産 49 役員賞与引当金 23 

  未払法人税等 305 

  その他の流動負債 1,812 

固定資産 521,691 固定負債 90,326 

有形固定資産 12 社債 25,000 

建物 6 転換社債型新株予約権付社債 60,000 

工具器具備品 6 繰延税金負債 206 

  役員賞与引当金 113 

無形固定資産 0 関係会社事業損失引当金 4,970 

  その他の固定負債 35 

投資その他の資産 521,678 負債合計 105,903 

投資有価証券 10,311 純資産の部 

関係会社株式 511,354 株主資本 449,397 

長期前払費用 3 資本金 68,417 

差入保証金 9 資本剰余金 324,505 

  資本準備金 12,478 

  その他資本剰余金 312,027 

  利益剰余金 105,343 

  利益準備金 4,847 

  その他利益剰余金 100,495 

  別途積立金 110,000 

  繰越利益剰余金 △ 9,504 

  自己株式 △ 48,869 

  評価・換算差額等 2,419 

  その他有価証券評価差額金 2,419 

  新株予約権 2,110 

  純資産合計 453,927 

資産合計 559,830 負債及び純資産合計 559,830 



 

 

損 益 計 算 書 
（自 ２０１９年４月１日  至 ２０２０年３月３１日） 

（単位：百万円） 

科          目 金          額 

営業収益   

ロイヤルティ収入 10,823  

関係会社配当金収入 3,159 13,982 

営業費用 13,320 13,320 

営業利益  662 

営業外収益   

受取利息 414  

受取配当金 455  

保証料収入 147  

その他の営業外収益 82 1,100 

営業外費用   

社債利息 185  

関係会社事業損失引当金繰入額 3,462  

その他の営業外費用 52 3,700 

経常損失  △ 1,937 

特別利益   

投資有価証券売却益 108  

新株予約権戻入益 450 559 

特別損失   

投資有価証券評価損 255 255 

税引前当期純損失  △ 1,634 

法人税、住民税及び事業税 △ 145  

法人税等調整額 △ 193 △ 339 

当期純損失  △ 1,294 

 



 

 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（自 ２０１９年４月１日  至 ２０２０年３月３１日） 

（単位：百万円） 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 

資 本 

準 備 金 

そ の 他 

資 本 

剰 余 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準 備 金 

その他利益剰余金 利 益 

剰 余 金 

合 計 
別 途 

積 立 金 

繰越利益 

剰 余 金 

2019年４月１日残高 68,417 12,478 312,020 324,499 4,847 110,000 12,097 126,945 

事業年度中の変動額         

剰余金の配当       △ 20,306 △ 20,306 

当期純損失       △ 1,294 △1,294 

自己株式の取得         

自己株式の処分   △ 0 △ 0     

新株予約権の行使   6 6     

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

        

事業年度中の変動額合計 － － 6 6 － － △ 21,601 △ 21,601 

2020年３月31日残高 68,417 12,478 312,027 324,505 4,847 110,000 △ 9,504 105,343 

 

 

 

株 主 資 本 評価・換 算差額等 

新株予約権 純資産合計 
自 己 株 式 

株 主 資 本 

合 計 

そ の 他 

有 価 証 券 

評価差額金 

評価・換算

差額等合計 

2019年４月１日残高 △ 48,898 470,964 3,734 3,734 2,568 477,267 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当  △ 20,306    △ 20,306 

当期純損失  △ 1,294    △ 1,294 

自己株式の取得 △ 15 △ 15    △ 15 

自己株式の処分 0 0    0 

新株予約権の行使 43 49    49 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額 

（純額） 

  △ 1,315 △ 1,315 △ 458 △  1,773 

事業年度中の変動額合計 28 △ 21,566 △ 1,315 △ 1,315 △ 458 △ 23,340 

2020年３月31日残高 △ 48,869 449,397 2,419 2,419 2,110 453,927 



 

 

個 別 注 記 表 
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 ⑴ 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式…………………移動平均法による原価法によっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの…………………………………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）によっております。 

時価のないもの…………………………………移動平均法による原価法によっております。 

 ⑵ 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）…………定率法によっております。ただし、2016年４月

１日以降に取得の建物については定額法によっ

ております。 

② 無形固定資産……………………………………定額法によっております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

…………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 ⑶ 引当金の計上基準 

① 賞与引当金………………………………………従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。 

② 役員賞与引当金…………………………………株価連動報酬制度に基づく支給見込額のうち当

事業年度の負担額を計上しております。 

③ 関係会社事業損失引当金………………………関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係

会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を

計上しております。 

 ⑷ 転換社債型新株予約権付社債の会計処理 

社債の対価部分と新株予約権の対価部分を区別せず、普通社債の発行に準じて処理しておりま

す。 

 ⑸ 消費税等の会計処理 

税抜方式で行っております。 

 ⑹ 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 ⑺ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創設されたグ

ループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行わ

れた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に

関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを

適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいておりま

す。 

 

 



 

２．貸借対照表に関する注記 

 ⑴ 有形固定資産の減価償却累計額              3百万円 

 ⑵ 保証債務額 

下記の関係会社の債権流動化による譲渡高及び借入債務に対し、保証を行っております。 

ＬＩＸＩＬグループファイナンス株式会社     176,000百万円 

下記の関係会社の受注工事に係る契約履行等に対し、保証を行っております。 

Josef Gartner GmbH               15,127百万円 

下記の関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。 

Grohe Holding GmbH               45,736百万円 

LIXIL India Sanitaryware Private Limited      429百万円 

下記の関係会社の金融子会社等からの借入債務に対し、保証を行っております。 

株式会社ＬＩＸＩＬ               306,998百万円 

Grohe Holding GmbH               48,139百万円 

LIXIL GLOBAL MANUFACTURING VIETNAM Co., Ltd.  20,400百万円 

ASD Holding Corp.                10,883百万円 

株式会社ＬＩＸＩＬリアルティ           9,230百万円 

Permasteelisa Gartner Saudi Arabia LLC      9,152百万円 

Permasteelisa Gartner Middle East LLC       8,893百万円 

その他関係会社                 41,890百万円 

 

 ⑶ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                    38,085百万円 

短期金銭債務                    4,479百万円 

 

３．損益計算書に関する注記 

 ⑴ 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

ロイヤルティ収入                10,823百万円 

配当金収入                    3,159百万円 

その他の営業取引高                9,423百万円 

営業取引以外の取引による取引高           4,091百万円 

 

  ⑵ 関係会社事業損失引当金繰入額 

当事業年度において計上した関係会社事業損失引当金繰入額は、主として当社の連結子会社で

あるLIXIL Africa Holding (Pty) Ltd.に係るものであります。同社は、業績が低迷し収益性が

著しく低下したことにより、減損損失を計上していることから、同社の財政状態等を勘案して計

上したものであります。 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式                     23,215,701株 

 



 

５．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

関係会社株式評価差額               2,869百万円 

繰越欠損金                    2,459百万円 

投資有価証券評価損否認               865百万円 

関係会社事業損失引当金否認            1,521百万円 

関係会社株式譲渡損繰延               23百万円 

 その他                       420百万円 

繰延税金資産小計                  8,161百万円 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額     △   864百万円 

 将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額  △ 5,588百万円 

評価性引当額小計                △ 6,453百万円 

繰延税金資産合計                  1,707百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額            △   976百万円 

 関係会社株式譲渡益繰延            △  938百万円 

繰延税金負債合計                △ 1,914百万円 

繰延税金負債の純額               △   206百万円 



 

６．関連当事者との取引に関する注記 

 ⑴ 子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

属性 会社等の名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 
株式会社 

ＬＩＸＩＬ 

所有 

直接100％ 

株式の所有

による支配

管理、役員

の兼任 

出向者の受入 

（注１） 

 

業務委託料の

支払 

（注２） 

 

ロイヤルティ

の受取 

（注３） 

 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

407 

 

 

9,238 

 

 

 

10,746 

 

 

 

306,998 

 

 

 

未払費用 

 

 

未払費用 

 

 

 

未収入金 

 

 

 

－ 

 

 

 

25 

 

 

1,837 

 

 

 

794 

 

 

 

     － 

 

 

 

子会社 

ＬＩＸＩＬ 

グループ 

ファイナンス 

株式会社 

所有 

直接100％ 

株式の所有

による支配

管理、役員

の兼任 

資金の貸付 

（注５） 

 

利息の受取 

（注５） 

 

債務保証 

（注６） 

 

保証料の受取 

（注６） 

32,661 

 

 

414 

 

 

176,000 

 

 

81 

 

短期貸付金 

 

 

未収入金 

 

 

－ 

 

 

未収入金 

 

32,661 

 

 

10 

 

 

      － 

 

 

13 

 

子会社 
ASD Holding 

Corp. 

所有 

直接100％ 

株式の所有

による支配

管理、役員

の兼任 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

 

10,883 

 

 

 

－ 

 

 

 

      － 

 

 

子会社 
Grohe 

Holding GmbH 

所有 

間接100％ 

株式の所有

による支配

管理 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

 

債務保証 

（注６） 

 

保証料の受取 

（注６） 

48,139 

 

 

 

 

45,736 

 

 

66 

 

－ 

 

 

 

 

－ 

 

 

未収入金 

 

      － 

 

 

 

 

      － 

 

 

3 

 

子会社 

LIXIL GLOBAL 

MANUFACTURING 

VIETNAM C0., 

LTD. 

所有 

間接100％ 

株式の所有

による支配

管理 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

 

 

20,400 

 

 

 

 

－ 

 

 

 

     

       － 

 

 

 



 

 

属性 会社等の名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 

株式会社 

ＬＩＸＩＬ 

リアルティ 

所有 

間接100％ 

株式の所有

による支配

管理 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

 

9,230 

 

 

 

－ 

 

 

 

      － 

 

 

子会社 

Permasteelisa 

Gartner Saudi 

Arabia LLC 

所有 

間接100％ 

株式の所有

による支配

管理 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

 

9,152 

 

 

 

－ 

 

 

 

      － 

 

 

子会社 

Permasteelisa 

Gartner 

Middle East  

LLC 

所有 

間接100％ 

株式の所有

による支配

管理 

グループ内借

入金に対する

債務保証 

（注４） 

 

8,893 

 

 

 

－ 

 

 

 

      － 

 

 

子会社 
Josef 

Gartner GmbH 

所有 

間接100％ 

株式の所有

による支配

管理 

債務保証 

（注７） 

 

15,127 

 

 

－ 

 

 

 

      － 

 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）株式会社ＬＩＸＩＬが支給した出向者人件費について、実費精算を行ったものでありま

す。 

（注２）株式会社ＬＩＸＩＬとの業務委託契約に基づき、業務委託料を算定しております。なお、

業務委託料から請求額を控除した純額を記載しております。 

（注３）株式会社ＬＩＸＩＬと協議して決定した契約上の料率に基づき算定しております。 

（注４）リスクの度合いを勘案し、保証料は収受しておりません。 

（注５）貸出金利は、調達金利を勘案して利率を合理的に決定しております。なお、資金の貸付

の取引金額は、当事業年度末の貸付金残高を表示しております。 

（注６）保証料率は、市場水準及びリスクの度合いを勘案し、合理的に決定しております。 

（注７）当該保証は、受注工事に係る契約履行等に対する保証であります。なお、リスクの度合

いを勘案し、保証料は収受しておりません。 

 

 ⑵ 役員及び個人主要株主等 

（単位：百万円） 

種類 
会社等の名

称又は氏名 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員及び 

その近親者 
松本 佐千夫 

（被所有） 

直接0.0％ 
当社執行役 

新株予約権の

行使（注） 
23 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）新株予約権の行使は、2013年４月15日の取締役会決議に基づき付与されたストック・オプ

ションの当事業年度における権利行使を記載しております。なお、取引金額は、当事業年

度におけるストック・オプションの権利行使による付与株式に払込金額を乗じた金額を記

載しております。 

 

７．１株当たり情報に関する注記 

 ⑴ １株当たり純資産額               1,557円43銭 

 ⑵ １株当たり当期純損失               △4円46銭 

 

  



 

８．追加情報に関する注記 

株式会社ＬＩＸＩＬの吸収合併について 

 当社は、2020年３月23日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社ＬＩＸＩ

Ｌ（以下、ＬＩＸＩＬ）と合併することを決定し、同日付で合併契約を締結いたしました。 

⑴ 取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合当事企業の名称  株式会社ＬＩＸＩＬ 

事業の内容      住宅及びビルの建材・設備機器の製造・販売、その他住宅に付帯

する事業及びその関連サービス業 

② 企業結合日 

2020年12月１日（予定） 

③ 企業結合の法的形式 

当社を存続会社とし、株式会社ＬＩＸＩＬを消滅会社とする吸収合併によります。 

④ 結合後企業の名称 

株式会社ＬＩＸＩＬグループ（注） 

（注）当社は、2020年６月開催予定の定時株主総会において定款変更が承認されることを

条件として、ＬＩＸＩＬを吸収合併後、商号を「株式会社ＬＩＸＩＬ」に変更する

ことを予定しております。 

⑤ 取引の目的を含む取引の概要 

当社グループは、当社の企業理念である、世界中の人々のより豊かで快適な暮らしの実現

に貢献し、持続的な競争力と成長を実現するとともに、起業家精神にあふれた企業となるこ

とを目指しております。これを達成するため、当社グループでは、迅速な意思決定ができる

簡素な組織への変革を進めるとともに、コーポレート・ガバナンスの強化、生産性と効率性

の向上など、様々な取組みを行っております。 

当社グループは、2001年に持株会社体制に移行し、持株会社の株式会社ＩＮＡＸトステ

ム・ホールディングスのもと、各事業会社が連携と独自性を保ちながら全体最適を目指して

きました。2011年に主要事業会社５社を統合してＬＩＸＩＬを発足した後も、持株会社体制

を継続してきました。しかしながら、当社グループの経営戦略の進展に伴い、今日では、基

幹事業への専念及び事業間シナジーの拡大に注力しており、2019年７月22日公表の適時開示

「今後の戦略的方向性についてのお知らせ」においても述べたように、現執行役及び取締役

の最優先課題は、国内外の基幹事業への注力による企業価値の向上にあります。 

当社とＬＩＸＩＬの二層構造の解消は、意思決定の迅速化を図るだけでなく、経営及び人

的資源の重複をなくし、追加的な運営コストを削減し、経営効率の改善につながります。さ

らに、変更後の組織体制では、グループ経営体制が簡素化されるため、経営の透明性が高ま

り、コーポレート・ガバナンスの強化を図ることもできます。 

これらを踏まえ、当社取締役会は、ＬＩＸＩＬを吸収合併することを決定いたしました。 

⑵ 実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25

年９月13日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予定であります。 

なお、当社の当事業年度の貸借対照表上、ＬＩＸＩＬに対する子会社株式の帳簿価額は

211,287百万円であります。 

また、ＬＩＸＩＬの2020年３月31日時点の貸借対照表の要旨は、次のとおりであります。 

流動資産合計 317,737百万円 流動負債合計 391,965百万円 

固定資産合計 479,784百万円 固定負債合計 278,862百万円 

  純資産合計 126,693百万円 

資産合計 797,521百万円 負債・純資産合計 797,521百万円 

 

９．連結配当規制適用会社に関する注記 

当社は、連結配当規制適用会社であります。 

 

10．その他の注記 

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 














